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令和７年度国立研究開発法人国立長寿医療研究センター調達等合理化計画 

 

 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27年 5月 25日総務大

臣決定）に基づき、国立研究開発法人国立長寿医療研究センターは、事務・事業の特性を踏ま

え、PDCAサイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の合理化

に取り組むため、令和６年度国立研究開発法人国立長寿医療研究センター調達等合理化計画を

以下のとおり定める。 

 

１．調達の現状と要因の分析 

（１） 国立研究開発法人国立長寿医療研究センターにおける令和６年度の契約状況は、表１

のとおりであり、契約件数は 262件、契約金額は 6,615百万円である。また、競争性のある

契約は 215件（82.1％）、6,164百万円（93.2％）、競争性のない随意契約は 47件（17.9％）、

452百万円（6.8％）となっている。 

令和６年度においては、前年度と比較して、競争入札等については、件数は 38件、金額

は 3,190百万円の増加が認められた。件数および金額増加の主な要因として、令和６年度

契約には複数年契約の初年度となっている案件が複数存在するため、相対的に件数およ

び金額が増加した。 

競争性のない随意契約については、件数は 15件減少、金額は 134百万円増加した。競

争性のない随意契約によらざるを得ない契約は、固有の技術を持った者のみが対応可能な

機器の保守や改修、著作権の関係で競争入札に付することができない案件などが挙げられ

る。金額が増加した主な要因として、令和６年度に新たに獲得した研究費をもって契約した

高額な案件があったことが挙げられる。 

 

表１ 令和６年度の国立研究開発法人国立長寿医療研究センターの調達全体像                     

（単位：件、百万円） 

 
令和５年度 令和６年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
（74.1％） 

177 

（90.3％） 

2,974 

（82.1％） 

215 

（93.2％） 

6,164 

（21.5％) 

38 

（107.3％） 

3,190 

企画競争・公

募 

（0％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

0 

競争性のある

契約（小計） 

（74.1％） 

177 

（90.3％） 

2,974 

（82.1％） 

215 

（93.2％） 

6,164 

（21.5％） 

38 

（107.3％） 

3,190 

競争性のない

随意契約 

（25.9％） 

62 

（9.7％） 

318 

（17.9％） 

47 

（6.8％） 

452 

（▲24.2％） 

▲15 

（42.1％） 

134 

合 計 
（100％） 

239 

（100％） 

3,291 

（100％） 

262 

（100％） 

6,615 

（9.6％） 

23 

（101.0％） 

3,324 

（注 1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2） 比較増△減の（ ）書きは、対前年度伸率の増減である。 

  



（２） 国立研究開発法人国立長寿医療研究センターにおける令和６年度の一者応札・応募の

状況は、表２のとおりであり、契約件数は 72件（33.5％）、契約金額は 1,322百万円

（21.5％）である。 

前年度と比較して、一者応札・応募による契約の割合は件数、金額ともに増加している

（件数は 41.2％の増加率、金額は 195.1％の増加率）。 

件数、金額ともに増加した主な要因は、大型契約案件の入札実施時に複数業者へ入札

参加を呼び掛けるなどの努力をしたものの、結果として一者応札・応募となってしまった案

件が複数存在することが考えられる。今後は仕様を見直すなど、複数業者が入札に参加で

きるよう創意工夫を凝らしていくこととする。 

 

表２ 令和６年度の国立研究開発法人国立長寿医療研究センターの一者応札・応募状況             

（単位：件、百万円） 

 令和５年度 令和６年度 比較増△減 

２者以上 
件数 126（71.2％） 143（66.5％） 17（13.5％） 

金額 2,526（84.9％） 4,841（78.5％） 2,315（91.6％） 

１者以下 
件数 51（28.8％） 72（33.5％） 21（41.2％） 

金額 448（15.1％） 1,322（21.5％） 874（195.1％） 

合 計 
件数 177（100％） 215（100％） 38（21.5％） 

金額 2,974（100％） 6,164（100％） 3,190（107.3％） 

（注 1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2） 合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 

（注 3） 比較増△減の（ ）書きは、対前年度伸率の増減である。 

 

 

２．重点的に取り組む分野 

上記１．の現状分析等を含め総合的な検討を行った結果、医療機器、研究機器関係及び業務

委託、公募型企画競争などの各分野について、それぞれの状況に即した調達の改善及び事務

処理の効率化に努めることとする。 

（１） 入札環境の整備 

①公告期間及び業務準備期間を十分に確保し業者が入札に参加しやすい環境を確保

する。 

②仕様策定及び技術審査小委員会等により、仕様の内容を十分に論議し競争性の高

い入札を行う。 

③契約締結から履行開始までの期間を十分に確保する。 

 

３．調達に関するガバナンスの徹底 

（１） 随意契約に関する内部統制の確立 

新たに随意契約を締結することとなる案件については、事前に法人内に設置された外部

有識者を含む契約監視委員会及び契約審査委員会において、会計規程及び契約事務取

扱細則における「随意契約によることができる事由」との整合性や、より競争性の高い契約

形態への移行可否の審議を受けることとする。 



 

（２） 不祥事の発生の未然防止・再発防止のための取組 

当法人では、監査室が内部監査を実施し、調達の執行につき不正の防止及び適正な運

用管理に努めている。 

 

４．自己評価の実施 

調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する評価の

一環として、年度終了後に実施し、自己評価結果を主務大臣に報告し、主務大臣の評価を受け

る。主務大臣による評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の改定・策定等に反映させ

るものとする。 

 

５．調達等合理化の推進体制 

（１） 推進体制 

     本計画に定める各事項を着実に実施するため、財務経理部長を総括責任者とする調達

等合理化検討会により調達等合理化に取り組むものとする。 

総括責任者     財務経理部長 

副総括責任者   財務経理課長 

      構成員        調達企画室長、契約係長 

 

  （２） 契約監視委員会の活用 

監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会は、当計画の策定及び自己評価

の際の点検を行うとともに、これに関連して理事長が定める基準（新規の随意契約、２回以

上連続の一者応札・応募案件など）に該当する個々の契約案件の事後点検を行い、その審

議概要を公表する。 

 

６．その他 

調達等合理化計画及び自己評価結果等については、国立研究開発法人国立長寿医療研究

センターのホームページにて公表するものとする。 

なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達等合理化計画

の改定を行うものとする。 


